別　記
第１号様式（第６条第１項）
木更津市街なか居住マンション建設補助事業全体計画書
　　　　年　　月　　日

　木更津市長　　　　　　　　様

住　所
氏　名　　　　　　　　　　　　　印　　
連絡先
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人又は団体にあっては、名称、事務所等の所在地及び代表者の氏名

　下記の事業について木更津市街なか居住マンション建設補助事業の適用を受けたいので、関係書類を添えて提出します。

記
１　補助対象事業の名称
２　施行地区の所在地
３　施行年度
４　関係書類（別紙のとおり）

別紙

１　基準または規約
　⑴　補助対象事業の名称
　⑵　施行地区の所在地
　⑶　事業の目的、範囲
　⑷　費用の分担に関する事項
　⑸　役員の職名、定数、任期、職務の分担及び選任方法に関する事項
　⑹　会議に関する事項
　⑺　事業年度
　⑻　会計に関する事項
　⑼　その他事業の運営に関する必要な事項

２　事業計画
　⑴　施行地区
　　ア　施行地区の概要説明書(別紙１)
　　イ　施行地区位置図(縮尺２５，０００分の１以上)
　　ウ　施行地区区域図(縮尺２，５００分の１以上)及び当該区域の面積
　　エ　施行地区現況図(縮尺５００分の１以上)(地区内及び周辺の建築用途別・経過年数別・構造別の現況)
　　オ　字図
　⑵　設計の概要
　　ア　設計説明書(別紙２)
　　イ　設計図
　　　①建築物　○各階平面図(縮尺500分の1以上)
　　　　　　　　○２面以上の立面図(縮尺５００分の１以上)
　　　　　　　　○２面以上の断面図(縮尺５００分の１以上)
　　　②敷地　　○平面図(縮尺５００分の１位上)
　⑶　工程計画の概要(別紙３)
　⑷　資金計画の概要(別紙４)
　⑸　権利の処理計画の概要(別紙５)
　⑹　工事施行計画の概要
　⑺　管理運営計画の概要

３　収支計画書
⑴　年度別事業計画内訳書(別紙６)
⑵　交付申請額の算出方法及び経費の配分(別紙７)

４　同意書等
　⑴　施行地区の権利者(敷地等について所有権を有する者及びその他の権利者)及び借家人の名簿並びに各人の権利の概要(別紙８)
　⑵　役員の名簿及び組織構成図
　⑶　事業の施行に関する権利者の同意及び借家人・施行地区外の近隣者との協議の成立
　⑷　事業化への経緯及び主要な会議の記録
　⑸　関係機関(公共団体、融資機関、その他)との協議の記録

別紙１

施行地区の概要説明書
	施行者名称
	　

	施行地区
	　

	施行地区所在地
	　

	施行地区面積
	m2
	道路面積(内数)　　　　　　　　m2
敷地面積(内数)　　　　　　　　m2

	用途地域
	　
	指定建ぺい率　　　　　　　　　％
指定容積率　　　　　　　　　％

	その他地域・地区
	　

	都市計画事業の有無又は予定
	　

	地区計画の有無又は予定
	　

	地区の概要
	地区周辺の土地利用状況
	　

	
	地区の概要
立地条件
その他
	　

	地権者数
	種類
	所有権者
	地上権者
	賃貸権者
	その他の権利
	計
	うち転出者

	
	
	
	
	
	抵当権
	借家権
	
	

	
	(人)
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	従前敷地数
	区分
	200m2未満の敷地
	その他の敷地
	敷地以外の土地
	計

	
	敷地数
	　
	　
	　
	　

	現況土地利用
	敷地面積
	m2

	
	建ぺい率
	％
	空地率
	％

	
	容積率
	％
	道路率
	％

	
	構造物
	区分
	建築面積の合計
	割合
	床面積の合計
	割合

	
	
	耐火造
	m2
	％
	m2
	％

	
	
	非耐火造
	m2
	％
	m2
	％

	
	
	合計
	m2
	％
	周辺の状況

	
	用途別
	区分
	床面積の合計
	割合
	反対の有無
	有・無

	
	
	店舗
	m2
	％
	具体的な内容
	　

	
	
	旅館
	m2
	％
	
	

	
	
	事務所
	m2
	％
	
	

	
	
	住宅
	m2
	％
	
	

	
	
	その他
	m2
	％
	
	

	
	
	合計
	m2
	％
	
	


（注）　地権者数欄には土地共有者を含めた延人数を記入してください。
別紙２

設計説明書
	計画概要
	構造
	　
	総合設計の予定
	有・無

	
	棟数・階数
	棟　　　　地上　　　階　　　　地下　　　階

	
	敷地面積
	m2
	空地率
	％

	
	建築面積
	m2
	建ぺい率
	％

	
	延べ面積
	m2
	容積率
	％

	
	用途面積
	用途
	床面積の合計
	割合
	階層
	備考

	
	
	住宅
	戸　　　　m2
	％
	　
	　

	
	
	店舗
	　
	％
	　
	

	
	
	事務所
	　
	％
	　
	

	
	
	ホテル
	　
	％
	　
	

	
	
	機械室
	　
	％
	　
	

	
	
	共用
	　
	％
	　
	

	
	
	その他
	　
	％
	　
	

	
	
	合計
	　
	％
	　
	

	
	駐車台数
	台
	分譲住宅
	主要形態
	戸数
	戸当り専用床面積

	
	同・付帯義務台数
	台
	
	　
	　
	　

	
	自転車駐車台数
	台
	
	　
	　
	　

	
	同・付帯義務台数
	台
	
	　
	　
	　

	
	公的融資機関(予定)
	　
	
	　
	　
	　

	
	公的住宅供給期間(予定)
	　
	賃貸住宅
	　
	　
	　

	
	コーディネーター名
	
	
	　
	　
	　

	
	
	
	
	　
	　
	　

	
	
	
	
	　
	　
	　

	
	デベロッパー名
	
	
	　
	　
	　

	
	
	
	
	　
	　
	　

	
	工期
	年　　月
年　　月
	権利者住宅
	　
	　
	　

	
	
	
	
	　
	　
	　

	
	備考
	
	　
	　
	　

	
	　
	
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　
	　




別紙３

工程計画の概要
	年度

項目
	　　　　　年度
	　　　　　年度
	　　　　　年度

	
	4　5　6　7　8　9　10　11　12　1　2　3
	4　5　6　7　8　9　10　11　12　1　2　3
	4　5　6　7　8　9　10　11　12　1　2　3

	調査設計計画
	事業計画作成
	　
	　
	　

	
	地盤調査
	　
	　
	　

	
	建築設計
	　
	　
	　

	土地整備
	既存建物除却
	　
	　
	　

	
	整地
	　
	　
	　

	本体工事
	　
	　
	　


（注）　補助対象事業であるかどうかにかかわらず、事業全体について作業単位ごとに棒状に表すこと。

別紙４

資金計画の概要
	項目
	金額(千円)
	備考

	支出
	①調査設計計画費
	　
	　

	
	内訳
	事業計画作成費
	　
	　

	
	
	地盤調査費
	　
	　

	
	
	建築設計費
	　
	　

	
	②土地整備費
	　
	　

	
	内訳
	建物除却等費
(内整地費)
	(　　　　　　　　　)
	　

	
	
	補償費等
	　
	　

	
	③共同施設整備費
	　
	　

	
	内訳
	空地等整備費
	　
	　

	
	
	供給処理施設整備費
	　
	　

	
	
	その他の施設整備費
	　
	　

	
	④工事費
　(③の共同施設整備費を除く)
	　
	　

	
	⑤事務費その他
	　
	　

	
	合計
	　
	　

	収入
	①補助金
	　
	　

	
	②権利者自己負担金
	　
	　

	
	③借入金
	　
	　

	
	④その他
	　
	　

	
	合計
	　
	　




別紙５

権利の処理計画の概要
	計画前
	計画後

	　
	　

	デベロッパー
	有・無
	　

	コーディネーター
	有・無
	　




別紙６

年度別事業計画内訳書
	年度計画
項目
	全体計画
	過年度
	当該年度
	翌年度以降

	
	事業量
	事業費
	補助金
	事業量
	事業費
	補助金
	事業量
	事業費
	袖助金
	事業量
	事業費
	補助金

	調査設計計画
	事業計画作成
地盤調査
建築設計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	小計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	土地整備
	既存建物除却費
(内整地費)

補償費等
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	小計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	共同施設整備費
	空地等整備
供給処理施設整備
その他の施設整備
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	小計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


（注）　１　事業費欄は、実際に要する事業費を記載すること。
２　事業量欄は、記載できる項目だけでよい。
　　　　３　当該年度欄は、当該年度内において事業を執行する予定額を記載すること。なお、交付申請に当たっては、分割申請がある場合は(　)内書で記載すること。
　　　　４　事業別に区分して提出すること。

別紙７

交付申請額の算出方法及び経費の配分
(単位：千円)　
	種別
	事業費
	補助対象事業費(A)
	補助費
	交付申請額
(B)

	調査設計計画費
土地整備費
共同施設整備費
	　
	　
	　
	　

	総計
	今回交付申請額
	　
	　
	B／A＝2／3
	　

	
	既交付決定額
	　
	　
	
	　

	
	変更増△減額
	　
	　
	
	　


（注）　１　事業費欄は、実際に要する事業費を記載すること。
　　　　２　変更申請する場合は、下段に今回申請額を、上段に既交付決定額を(　　)書で記載すること。

１　交付申請額の算出方法の明細
　⑴　調査設計計画費
(単位：千円)　
	項目
	事業費
	補助対象事業費

	イ事業計画作成費
ロ地盤調査費
ハ建築設計費
	　
	　

	合計
	　
	　


（注）　変更申請する場合は、下段に今回交付申請額を、上段に既交付決定額を(　　)書で記載すること。

イ　事業計画作成費
	区分
	細分
	 数量
	 単位
	請負
	直営
	摘要

	
	
	
	
	単価
(千円)
	金額
	単価
(千円)
	金額
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	合計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


（注）　１　直営の場合には、摘要欄に使途内訳を記載すること。
　　　　２　委託費は直営欄に計上すること。
　　　　３　積算内訳が必要なものについては、摘要欄にその内容を記載すること。
　　　　４　細分欄のうち、補助対象事業費から除外した項目がある場合は、補助対象事業を請負及び直営欄の金額欄に(　　)内数で記載すること。

ロ　地盤調査費
	調査面積
	調査方法
	本数又は箇所数
	単価
	事業費

	m2
	　
	　
	千円
	千円

	合計
	　
	　
	　
	　



ハ　建築設計費
	敷地面積
	建築面積
	延べ面積
	建築費単価
	建築費
	設計料率
	事業費

	m2
	m2
	m2
	千円／m2
	千円
	％
	千円

	合計
	　
	　
	　
	　
	　
	　



　⑵　土地整備費
(単位：千円)　
	項目
	事業費
	補助対象事業費

	イ建築物除却等費
	　
	　

	ロ補償費等
	　
	　

	合計
	　
	　



イ　建築物除却等費
	構造
	棟数
	延べ面積
	単価
	事業費

	整地費
	　
	m2
	千円／m2
	千円

	合計
	　
	　
	　
	　



ロ　補償費等
	項目
	単位
	数量
	金額
	摘要

	建物補償費
工作物補償費
立竹木補償費
動産移転補償費
仮住居補償費
営業補償費
地代家賃減収補償費
移転雑費補償費
地代補償費
その他
	件
	　
	千円
	　

	合計
	　
	　
	　
	　


（注）　１　電柱、上下水道の移転補償費等上記の他に補償すべき項目があれば記載すること。
　　　　２　ロ、ロ―２の項目のうち補助対象事業費から除外したものがある場合は、(　)内数で記載すること。

ロ―２　補償費等内訳表
(金額単位：円)　　　
	図面対象番号
	所在地
	氏名
	物件補償費等
	その他補償費
	合計
	摘要

	
	
	
	建物
	工作物
	その他
	動産
	仮住居
	営業
	雑費その他
	
	

	
	
	
	構造階数用途
	経過年数
	延べ面積
	単価
	評価額
	権利価格
	名称
	数量単位
	金額
	金額
	金額
	日数
	金額
	業種
	金額
	金額
	
	

	　
	　
	　
	　
	年
	m2
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


（注）　１　「物件補償費等」の「その他」欄には立竹木補償費、各種物件の移転補償費等を、また、「その他補償費」の「雑費その他」欄には地代家賃減収補償費、移転雑費補償費、地代補償費、その他補償費等についても記入すること。

　⑶　共同施設整備
	施設名
	数量
	事業費
	補助対象事業費

	①空地等
	(イ)通路
(ロ)駐車施設
(ハ)児童遊園
(ニ)緑地
(ホ)広場
　小計
	　
	　
	　

	②供給処理施設
	(イ)給水施設
(ロ)排水施設
(ハ)電気施設
(ニ)ガス供給施設
(ホ)電話施設
(ヘ)ごみ処理施設
(ト)情報通信施設
(チ)熱供給施設
　小計
	　
	　
	　

	③その他施設
	(イ)共用通行部分
(ロ)防災関連施設
(ハ)防音・防振工事
(ニ)社会福祉施設等との一体的整備
(ホ)立体的遊歩道及び人工地盤施設
(ヘ)駐車場
(ト)機械室(電気室含む。)
(チ)集会所及び管理事務所
(リ)高齢者等生活支援施設
(ヌ)子育て支援施設
(ル)電波障害防除施設
　小計
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	　


（注）　１　記載にあたっては、内訳書を添付すること。
　　　　２　添付図　位置、区域、形態、施設の種類、ルート等を明示する図面(色分けで表示)

 

別紙８

　所有権を有するもの
	住所
	地番
	権利形態
	借地の場合所有者名
	備考

	氏名
	面積
	
	
	

	　
	　
	所有借地
	　
	　

	　
	　
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	
	
	


[bookmark: _GoBack]（注）　筆単位で記入し、共有の場合は住所氏名欄に○○他△名と記入し、備考欄に共有者の住所氏名及びそれぞれの持分を記入すること。

